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代表取締役社長の岩本でございます。
それでは、第2四半期の決算についてご説明いたします。
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最初に、第２四半期決算の全体状況をお話しします。

ご覧いただいたとおり、受注高のみ対前年同期比で減少しておりますが、

それ以外項目につきましては、全て対前年同期比でプラスとなっております。

後ほど詳しくお話をしますが、減少した受注高につきましても、

昨年度の上期に非常に大きな受注があったことに対する反動減ですので、

受注環境としては、非常に良いという認識をしております。
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では、個別のセグメントごとにご説明をします。

まず受注高ですが、申し上げたとおり、昨年度上期では、

パブリック&フィナンシャル（以下P&F）とエンタープライズITサービス（以下E‐IT）におきまして、

大型の受注案件があった反動で、大幅に減少しておりますが、

今年度の下期につきましては、当初計画したとおりの受注高、

もしくは多少上振れして推移をすると見ております。

ソリューション&テクノロジー（以下S&T）につきましても、金額としては小さいですが、

前期案件の反動減での減少ですので、足元の環境としては悪くないと考えております。

一方グローバルビジネス（以下GB）につきましては、

受注高は対前年同期比で増加しております。

これは、今年1月にスペインのeveris社が当社グループの一員となった影響と、

円安による為替影響として、約100億円の増加があったこととによります。

昨年上期に、北米の子会社において、テキサス州交通局や、Yum! Brandsといった大型案件

の受注がありましたが、その反動減がありつつも、増加しているとご理解ください。
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次に売上高です。

P&F、E‐ITともに対前年同期比で増収となりました。

これは単体において、ここ数年間、新しい分野で獲得した案件が売上に寄与し始めてきたことが

大きく影響しております。

受注残高は昨年度期末時点で約1兆3,400億円まで上昇しております。

その受注残高の売上展開が、今年度に寄与しているとご理解ください。

S&Tは対前年同期比で多少の減収となりましたが、金額としては少なく、

また、昨年度からの反動減ですので、通期計画への影響はないと見ております。

GBにつきましては、受注高でもお話ししたeverisの連結拡大と、

円安影響による約100億円増収効果、さらに各地域ごとのオーガニックのグロースにより、

対前年同期比約730億円の増収となっております。
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次に営業利益です。今決算の一番のポイントです。

昨年度の第2四半期におきましては、6つの大型不採算案件のご説明をし、

通期の業績予想を下方修正をさせていただきました。

そのため、今年度につきましては、当然対前年同期比から見ると大幅な増益となりました。

不採算案件につきましては、以前よりご説明差し上げている、6案件がありましたが、

このうち3案件は既にサービスを開始しておりますので、完全に収束をしております。

残り3案件のうち1案件は今年度内にサービスを開始し、2案件も来年度にサービス開始を予定しています。

まだすべてがサービスを開始しているわけではないため、損失額を見切ったというには

少し早いかもしれませんが、残りの3案件につきましても、おおむねサービス開始までの追加コストは、

今回の決算で十分な精査をしたと考えております。

第2四半期累計では、既存6案件で80億円弱、それ以外の細かな案件から50億円程度、

合計約130億円の評価損を計上しております。

既存6案件については、ほぼこれで評価損の計上は終わるかと考えております。

ただし、今年度の下期に向けては、まだ最終的なサービスを開始していないこともありますので、

6案件で20億円程度、その他の案件で20億円程度、通期の事業計画の中には織り込んでおります。

S&Tについては対前年同期比で若干の減益となっておりますが、これも売上と同様、通期計画に対しては、

恐らく問題なく上回ると考えております。

一方、GBにつきましては、対前年同期比で11億円の減益となりました。

everis社の連結拡大に伴う、のれん・PPA償却費が約10億円であり、ほぼその影響であるとご理解いただけ
ればと思います。
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営業利益を単体と連単差額に分けてご説明をしますと、

単体は不採算案件を大幅にコントロールしたことによって大幅に回復をしました。

連単差額につきましては、

先ほどGBの営業利益が対前年同期比で11億円の減益とご説明しましたが、

それがありつつも、さらに10億円の増益となっておりますので、

国内の子会社が売上でも、利益でも大変好調に推移していることが、特筆的だと思います。
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セグメント利益、税金等調整前当期純利益につきましては、

当第2四半期においては特別損益等が発生しておりませんので、

ほぼ営業利益の増減によるものです。
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続きまして、最近の事業環境と今後の業績見通しについてご説明致します。
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まずP&Fの事業環境です。

公共分野につきましては、皆様ご承知のとおり、マイナンバーの調達が順調に進んでおります。

マイナンバーは2016年1月開始の期限があるため、構築を終えねばならないものですが、

当社としては、予定していた案件については、想定通り受注してきていると考えておりますし、

今後は、マイナンバーを利用する税や社会保障やその他のシステムに対し、

マイナンバーに対応する工程が訪れます。

この部分についても、現状は順調に受注獲得できていると考えております。

マイナンバー自体のシステム規模は、それほど大規模ではありませんが、

これが公共分野のその他のシステム、あるいはさらにその先の民間利用にも展開されますので、

当社としても、強みのある分野についてはしっかりとコントロールしていきたいと思っております。

金融分野につきましては、当社が従来からおこなっている銀行業界や、

保険業界を含めて一定の好調さを維持しておりますが、

最近の話題としては、税の一体課税の問題ですとか、最近メディアでも取り上げている、

例えば24時間365日決済に向けて、どういった取り組みが必要になるかを注視しております。

これらは、当社の強みとする分野ですので、頑張っていきたいと考えております。
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E‐ITにつきましては、分野によって、さまざまではありますが、

IT投資の意欲はそれなりに高いと見ております。

特に当社が対応している電力を含めたユーティリティ分野や、流通・サービスにおいては、

オムニチャネルというような言葉が今話題になってきており、

そういった分野での投資については、非常に積極的な動きを感じています。

S&Tにつきましては、引き続き、

ビッグデータ関連や、データセンタ、ネットワークインテグレーションといった分野で

好調さを保っていると認識しております。

12



GBにつきましては、地域的に大変多岐にわたります。

エボラ出血熱やイスラム国の問題等は、北米・欧州でも大変危機的な意識がありますし、

最近では、米国においてFRBによる金融政策の出口戦略といった問題がありますが、

北米は引き続き好調さを保っていると思います。

EMEAについては、一時的にはウクライナ問題等の影響を懸念しております。

当社としては、EMEAをどのように回復させていくかというのが課題でしたが、

当第2四半期では、ほぼ事業計画どおりに推移しています。

ただ、先々につきましては、ウクライナ問題を含め、まだリスクはあると認識しておりますので、

注視していきたいと思います。

スペイン/ラテンアメリカにつきましては、特にラテンアメリカでは選挙の影響等があり、

今しばらくは注意深く見ていく必要があると考えております。

続きまして、China/APACについてです。

Chinaでは昨年度、円安によるオフショア開発事業へのマイナス影響がありましたが、

今年度はChinaでのオフショア事業につきましても、利益が出せる構造ができております。

APACは国によってさまざまではありますが、例えばミャンマー中央銀行の案件といった、

ODAを使った案件では、今後も十分ポテンシャルの高い地域だと認識しておりますので、

頑張っていきたいと考えております。
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以上、当社の事業環境をご説明差し上げました。

国内ビジネスの状況を総括すると、昨年度までは国内ビジネスは減収傾向が続いておりましたが

昨年度を底にして、今年度は増収に転じていくと見込んでおります。

これは、もちろん背景にはアベノミクスの効果があるかもしれませんが、

当社のリマーケティングの活動が功を奏したり、あるいはソフトウェアの生産性向上についての

技術開発が進んできたことによるものと考えております。

引き続き、堅調に日本経済が成長して行けば、国内ビジネスには期待ができると考えております。
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海外ビジネスについてまとめますと、中期的な目標として、

元々は、2016年3月期で海外売上高が3,500億円、海外売上高比率約25％としておりましたが、

今年度でおそらくその目標は達成すると見ておりますので、

来年度は4,300億円以上の海外売上高を目指していきたいと考えております。
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海外ビジネスにつきましては、2014年3期末時点で、

地域カバレッジでは41カ国・175都市、従業員数も海外4万3,000人、国内3万3,000人となり、

Global 1st Stageにやっと立つことができたと考えております。

次のGlogal 2nd Stageは、あくまでビジョンではありますが、

2020年を1つのターゲットとして、海外と国内の売上比率を50:50程度とし、

NTTデータのグローバルブランドを確立するステージではないかと考えております。

そのキーワードは、ローカルプレゼンスとグローバルシナジーです。

ローカルプレゼンスとは、日本でこそ、NTTデータについてほとんどの方がご存知かと思いますが、

海外ではまだまだブランド浸透度は低く、プレゼンスを上げていく必要があるということです。

グローバルシナジーとは、ワールドワイドで活躍されている、日本も含めて、

多くのグローバル企業に対して、世界中のどこでも当社のサービスを提供させていただけるような、

そういったスキームをつくっていきたいというものです。
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中期経営計画の目標である、「EPS200円」が、恐らく皆様一番ご関心の高い点だと思います。

昨年度の営業利益は625億円を計上し、不採算案件による損失が315億円でした。

先にご説明したように、不採算案件はまだ今年度も少しの余波を受けますが、

通期の不採算損失は170億円程度でコントロールできると考えており、

今年度の計画である、850億円の営業利益は達成できると思っています。

そうすると、単純計算ではありますが、不採算案件なかりせば、170億円程度利益を積み上げ、

当社には1,000億円程度の営業利益を稼ぐ力はあると考えております。

また足元では、受注残高については、今年度末でも1兆3,000億円を超えるレベルを維持できると

見ておりますので、来年度のEPS200円の目標は決して困難な数値目標ではない、

非常にハードルは高いとは思いますが、まだチャレンジをしていきたいと考えております。

来年度の詳細につきましては、期末決算の際にご説明差し上げたいと思います。
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最後に、2015年3月期の通期見通しです。

全ての項目につきまして、当初計画から変更はありません。

受注のみ昨年度からの反動減がありますが、

それ以外の項目では、右肩上がりで着地をさせたいと考えております。
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Global Top5（売上高1.5兆円超）とEPS200円の中期目標は維持いたします。

ただし、一つ補足させていただきますと、Global Top5という目標につきましては、

目標設定をした時点の為替レートが1＄=80円程度でした。

Global Top5という目標感はイメージとして伝わりやすい成長戦略として申し上げてきましたが、

Global Top5自体の達成は、為替レートの状況を鑑みると、当時の水準に戻るとは考えにくく、

売上高で1.5兆円を超える水準を来年度には達成しようと、

中期経営計画の目標に向かって努力を続けていきたいと考えております。

以上で私のプレゼンテーションは終わります。

ありがとうございました。
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（以降、説明省略）
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